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非財務的業績指標に関する実証研究の展開
— C. D. IttnerとD. F. Larckerの研究を中心として —

1．はじめに

管理会計研究の分野で非財務的業績指標に関心が多く寄せられている。組織目的の

達成および戦略の有効な実現に向けて、組織メンバの統合的な行動パターンを導くう

えで、財務的業績指標だけでなく、非財務的業績指標の重要性が既存研究から明らか

にされている。

近年にみられる非財務的業績指標に関する研究の展開は、C. D. Ittner と D. F.

Larckerによるところが大きい。本稿の目的は、彼らの実証研究をレビューし、明ら

かにされた非財務的業績指標に関する知見を整理することである。

ただし、非財務的業績指標の研究といっても、C. D. IttnerとD. F. Larckerの実証

研究における問題意識や分析モデルは多岐にわたっている。このため、まず、本稿で

は、彼らの一連の研究を 3つの研究群に分類（各研究と研究群の対応は表 1を参照）

した上で、個々の研究をレビューすることにした。第 1の研究群は、財務的成果に対

するプロセス改善および非財務的成果の意義に関する研究、第 2は、報酬決定におけ

る業績指標の選択に影響をおよぼす要因に関する研究、第 3は、非財務的業績指標を

採用した業績評価システムの効果に関する研究、である。以上のレビューをふまえ、

各研究の主な発見事項、インプリケーション、研究課題を検討する。なお、本稿で取

り上げた実証研究の一覧は、表 2および 3に掲載しているので参照されたい。

2．第 1の研究群：財務的成果に対するプロセス改善および非財務的成果の意
義に関する研究

第 1の研究群を構成する研究は、Ittner and Larcker (1997a)、Ittner and Larcker

(1997b)、Ittner and Larcker (1998)、Ittner et al. (1999)、Ittner et al. (2002) で

ある。Ittner and Larcker (1997a)は製品開発サイクルタイムを、Ittner and Larcker

表 1 C. D. Ittnerと D. F. Larckerの研究と研究群の対応
第 1の研究群 Ittner and Larcker (1997a)、Ittner and Larcker (1997b)、

Ittner and Larcker (1998)、Ittner et al. (1999)、Ittner
et al. (2002)

第 2の研究群 Ittner et al. (1997)、Ittner and Larcker (2002)、Ittner
et al. (2003a)

第 3の研究群 Ittner and Larcker (1997c)、Ittner et al. (2003b)
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(1997b)はプロセス管理を、Ittner et al. (1999)はサプライヤー関係の構築を、Ittner

et al. (2002)はABC（活動基準原価計算）を分析対象とし多岐にわたる。一方で、そ

れらプロセス改善を目的とした組織的な取り組み (organizational practice)が組織成果

にあたえる影響を解明しようとする点で共通している。ならびに、Ittner and Larcker

(1998)では、顧客の満足度といった非財務的な成果が財務的な成果に影響をおよぼす

かについて解明が試みられている。

2. 1 Ittner and Larcker (1997a)の研究

Ittner and Larcker (1997a)は、カナダ、ドイツ、日本、そしてアメリカの自動車産

業とコンピュータ産業のマネジャーから収集したデータにもとづき、自らが開発した

製品開発サイクルタイムと組織成果に関する概念モデルの検証を試みた探索的研究で

ある。

開発された概念モデルでは、製品開発サイクルタイムと組織成果との直接的な関係

とともに、製品開発サイクルタイムと組織的な取り組みとの交互作用効果についても

想定されている。組織実践は、イノベーション戦略を指向する程度、品質を重視する程

度、クロスファンクショナルなチーム編成を利用する程度、顧客およびサプライヤー

が製品設計へ関与する程度、リバースエンジニアリングを利用する程度、高度な開発

ツールを利用する程度、製品および組立・加工の技術が組織内外で開発される相対的

な程度、で測定されている。従属変数である組織成果は、税引き前 ROA、税引き前

ROS、売上成長、そして認知された全体的な成果である。

製品開発サイクルタイムの直接的な影響に関して有意な関係が確認されたのは、コ

ンピュータ産業における認知された組織成果だけで、製品開発サイクルタイムの短縮

だけでは組織成果にはつながらないことが明らかにされた。他方、組織的な取り組み

との交互作用と組織成果の関係については、自動車産業では売上成長と認知された組

織成果において、コンピュータ産業では全ての組織成果において有意な結果が確認さ

れた。ただし、組織的な取り組みによっては、組織成果に対して正の効果だけでなく、

負の効果も観察されたため、概念モデルにおける交互作用効果については概ね支持さ

れるにとどまった。

2. 2 Ittner and Larcker (1997b)の研究

Ittner and Larcker (1997b)は、Ittner and Larcker (1997a)と同じデータセットに

もとづき、プロセス管理が財務的業績を改善するか否かの検証を試みた探索的研究で

ある。

独立変数であるプロセス管理は、プロセス改善技法、人的資源管理、情報の有用性、
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顧客・サプライヤー関係、組織コミットメントである。従属変数である業績評価は、

税引き前ROA、税引き前ROSである。コントロール変数は、イノベーション戦略で

ある。

解析の結果、両産業においてプロセス管理が財務的成果を改善するということにつ

いて部分的に支持された。たとえば、自動車産業において、財務的成果に影響をおよ

ぼしたのは、高度なプロセス改善技法と顧客・サプライヤーとの長期的なパートナー

シップ関係であったの対し、コンピュータ産業では、組織の戦略が組織成果を決定づけ

る要因であり、イノベーション戦略をとっていない組織の財務的成果 (ROAとROS)

は低く、プロセス管理による効果は二次的であった。

2. 3 Ittner and Larcker (1998)の研究

Ittner and Larcker (1998)は、非財務的尺度が財務的尺度の先行指標として機能す

るかの問題意識にもとづき、(1)顧客満足度が顧客の定着、売上変動にいかなる影響

を与えているか、(2)事業単位での顧客満足指標は財務成果にいかなる影響を与えて

いるか、(3)株式市場が顧客満足度を財務業績の先行指標と捉えているか、の 3つの

調査課題を設定し、それら課題の解明を試みた探索的研究である。

(1)の顧客レベルの調査では、大手通信企業 1社から入手した 2,500の顧客データ

の解析を実施している。解析に際しては、独立変数に独自に計算した顧客満足度指標

を、従属変数にサービスの再度購入、顧客別の収益変動をそれぞれ設定したモデルを

用いている。解析の結果、(a)顧客満足は顧客の定着、売上変動に有意な正の影響を

与える、(b)一定の顧客満足水準を超えると顧客定着および売上変動の確率は小さく

なる、の 2点が明らかになっている。

(2)の事業単位レベルの調査では、顧客満足を重要な業績指標と位置づけ BSCの導

入を進めている米国西部に所在する銀行 1行の 73支店から入手したデータの解析を

実施している。解析に際しては、独立変数に独自に計算した顧客満足度指標、指標変

化率を、従属変数に売上高、費用、利益額、売上利益率、法人顧客数、リテール顧客

数をそれぞれ設定したモデルを用いている。解析の結果、(a)顧客満足は次期の売上

高および法人顧客の数に有意な正の影響を与えている、(b)顧客満足は利益額の変化

および売上高利益率の変化に有意な正の影響を与えている、(c)顧客満足の変化は、リ

テール顧客数の変化に有意な正の影響を与えている、の 3点が明らかになっている。

(3)の企業単位レベルの調査では、米国顧客満足指標 (ACSI)のデータを企業別に計

算した独自のデータセットを用いて解析を試みている。解析に際しては、独立変数に

顧客満足度指標、従属変数に株価、将来収益の割引価値、資産および負債の簿価をそ

れぞれ設定したモデルを用いている。解析の結果、(a)顧客満足は株価に有意な正の
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影響を与える、(b)顧客満足は将来収益の割引価値に有意な正の影響を与える、(c)顧

客満足に応じて 4つの企業群に分けた場合、最も満足度の低い群の平均市場価値は、

他の 3つの企業群の平均市場価値よりも有意に低い値を示す、(d)業種により顧客満

足と企業成果との関係が異なる、(e)ACSIの公表後 10日間に関しては、ACSIと株式

市場の反応は有意な正の影響関係がある、(f)ASCIと株式市場の反応との関係に関し

ては、顧客満足に応じて 4つの企業群に分けた場合それぞれで影響の正負が異なる、

の 6点が明らかになっている。

2. 4 Ittner et al. (1999)の研究

Ittner et al. (1999)は、Ittner and Larcker (1997a)と同じデータセットにもとづ

き、サプライヤー戦略のタイプが組織成果におよぼす影響について、サプライヤー選

択とモニタリング技法にどの程度依拠しているのかの検証を試みた探索的研究である。

サプライヤー戦略は、製品技術を獲得する上でサプライヤーが果たす役割の重要度、

工程技術を獲得する上でサプライヤーが果たす役割の重要度、新製品開発のスピード

アップにおけるサプライヤーの重要度、新しい開発機会を特定する際にサプライヤー

が果たした重要な役割の頻度、開発に対するサプライヤーの提案の重要度、戦略計画

の作成においてサプライヤーが果たす役割の大きさ、サプライヤーによる戦略計画の

理解度で測定されている。クラスター分析を実施し、サプライヤー戦略をアームスレ

ングス型、パートナーシップ型、中間型の３タイプに分類している。サプライヤーの

選択とモニタリング技法は、サプライヤー選択における価格以外の要因の考慮、サプ

ライヤー認定プログラムの有無、サプライヤーとの相互作用によって測定されている。

従属変数である組織成果は、税引き前ROAとサプライヤー関係に関する成果指標（取

引関係が長期にわたるサプライヤーの割合、製品開発のサイクルタイム、製品品質）

である。

解析結果、(1)サプライヤー選択、モニタリング技法は、パートナーシップ型のサ

プライヤー戦略を採用する企業の財務的な成果、非財務的な成果に有意な正の影響を

あたえる、(2)同様の関係はアームスレングス型のサプライヤー戦略を採用する企業

では確認されない、の 2点が明らかになっている。

2. 5 Ittner et al. (2002)の研究

Ittner et al. (2002)は、米国の製造工場を対象にした大量サーベイにより収集した

データにもとづき、ABC（活動基準原価計算）と財務的および非財務的業績指標との

関係の解明を試みた探索的研究である。

独立変数である ABCについては工場での本格的な利用度で測定している。従属変
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数である組織成果は、財務的業績指標である ROA、非財務的業績指標である製品品

質および製品品質レベルの変化、製造リードタイムおよび製造リードタイムの変化、

材料費を除くコスト低減の額である。

ABCと組織成果との直接的な関係に関する解析の結果は、高品質、製品品質レベ

ルの改善、製造リードタイムの短縮がABCと正の有意な関係にあった一方で、ROA

とコスト低減については、有意な結果は得られなかった。しかし、パス解析の結果、

ABCは、品質レベルの改善またはリードタイムの短縮を通じて、コスト低減に作用

するというパスが有意に支持された。

さらに、ABCと製造環境（不連続生産、不連続と連続生産の混合生産、プロダクト

ミックス、生産量、新製品の割合、高度な製造技術）との適合性が組織成果に影響を

およぼすか否かについても検証された。解析の結果、製品品質レベルの改善、リード

タイムの短縮は製造環境とは無関係であるが、ROAは、ABCと製造環境との適合性

と関係していることが明らかにされた。

3．第 2の研究群：報酬決定における業績指標の選択とその選択に影響をおよ
ぼす要因に関する研究

第 2の研究群を構成する研究は、Ittner et al. (1997)、Ittner and Larcker (2002)、

Ittner et al. (2003a)である。企業において非財務的業績指標を含む報酬システムを

設計する際、直面する状況に応じて適切な業績指標を用いることが求められる。この

研究群では、エイジェンシー理論および心理学の知見に依拠しながら、CEOのボー

ナス契約あるいはワーカーのインセンティブ・プラン設計といった、報酬決定におけ

る業績指標の選択（財務的か非財務的か）とその選択に影響をおよぼす要因の解明が

試みられている。

3. 1 Ittner et al. (1997)の研究

Ittner et al. (1997)は、CEOの毎年のボーナス契約に関するデータベースやコンサ

ルティング会社を通じて収集した 48産業 317社のデータにもとづいて、CEOのボー

ナス契約における非財務的業績指標のウェイト付けに影響をおよぼす要因の解明を試

みた仮説検証型の研究である。

従属変数の非財務的業績指標は、収集した 317社の CEOのボーナス契約について

記載されたプロキシファイル（代理文書）から、顧客満足、従業員満足、品質、プロ

セス改善など非財務的な指標を示めす用語をキーワード検索によって抽出し、ウェイ

トについては、ボーナス算定方法に関する記述をもとに測定されている。独立変数は、

組織戦略、品質戦略、規制、財務業績、外来ノイズである。作業仮説は、インフォーマ
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ティブネス原則に関する仮説と CEOのパワーに関する仮説から構成されている。イ

ンフォーマティブネス原則に関する作業仮説は、非財務的業績指標に高いウェイトを

おき、エイジェントにインセンティブをあたえる費用を最小化するという基本命題に

基づいている。具体的には、(1)プロスペクター戦略をとる企業は、CEOのボーナス

契約において非財務的業績指標に高いウェイトをおく、(2)品質重視の戦略をとる企

業は、CEOのボーナス契約において非財務的業績指標に高いウェイトをおく、(3)規

制を受けている企業は、CEOのボーナス契約において非財務的業績指標に高いウェ

イトをおく、(4)業績不振に陥っている企業は、CEOのボーナス契約において非財務

的業績指標に高いウェイトをおく、(5)非財務的業績意表へのウェイトは、財務的業績

指標における外来ノイズとともに高くなる、である。

一方、CEOのパワーに関する仮説は、CEOのパワーが大きい場合、非財務的業績

指標に高いウェイトをおき、自社の経済的業績と対比して妥当な水準以上に賞与の獲

得をはかろうとするとの基本命題に基づいている。検証に際しては、(6)CEOが他の

取締役へ任免権などを通じて多大な影響力を行使できる場合、CEOのボーナス契約

において非財務的業績指標に高いウェイトをおく、という作業仮説が設定されている。

解析の結果、支持された作業仮説は、(1)、(2)、(3)、(4)で、(5)、(6)は支持されな

かった。

3. 2 Ittner and Larcker (2002)の研究

Ittner and Larcker (2002)は、管理階層にない (non-management)ワーカーのイン

センティブ・プランにおける業績評価指標の選択を規定する要因の解明を試みた実証

研究である。解析には、CARSが収集した 607のインセンティブ・プランに関するデー

タを用いている。なお、CARSが対象にしているのは、各企業において 20人以上の

非管理階層を対象にしており、明確に業績と給与との臨機を含んだ内容であるなどの

条件を満たすインセンティブ・プランである。

本研究の従属変数となるインセンティブ・プランにおける業績指標に関しては、非

財務的指標の有無、非財務的指標の採用度、採用する業績指標に応じたプランのタイ

ポロジ、個別の業績指標、業績評価の組織階層と多様な変数が用意されている。

独立変数の設定に際しては、主にインフォーマティブ原則に依拠し、Ittner et al.

(1997)を踏襲している。すなわち、業績指標のインフォーマティブネスに影響を与え

る要因として、戦略、規制業種、業務タイプ、過去の財務業績の 4つを取り上げ、そ

れらを独立変数として扱っている。他の独立変数には、インセンティブ・プランが適

用される組織階層に関する 4変数、当該インセンティブ・プランを採用する理由に関

する 3変数、ステイクホルダの関心に関する 3変数がある。
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解析の結果、(1)ワーカーのインセンティブ・プランにおける業績指標の選択に対し

ては、インフォーマティブネスの要因が有意な影響を与えている、(2) 組織変化の促

進、給与と企業業績とのリンクの改善、労働力のアップグレードなどのインセンティ

ブ・プランの採用理由や、組合の代表性、プラン設計における参画が業績尺度の選択

に影響を与えている、(3) 個別の業績指標毎で利用に影響を与える要因は異なってい

る、の 3点が明らかになっている。

3. 3 Ittner et al. (2003a)の研究

Ittner et al. (2003a)は、グローバルに展開しているGFS銀行北米・西地区の支店

に導入された BSC（バランストスコアカード）に連動するボーナスプランを調査対

象に、各支店のマネジャーから収集した定量的データとインタービューによる定性的

データを補足的に使い、マネジャーのボーナス決定にどのような業績指標が選択され

ているかの解明を試みた仮説検証型の研究である。

作業仮説は、エイジェンシー理論ベースの仮説と心理学ベースの仮説から構成され

ている。 エジェンシー理論ベースの作業仮説は、(1)（インフォーマティブネス原則

に従えば）将来の財務的成果と強い関係をもつ非財務的指標に高いウェイトをおく、

(2)（主観的な評価は評価者によるえこひいきを生じさせる機会を抑制するために）主

観的で定性的な指標よりも、客観的で定量的な指標に高いウェイトをおく、の 2つで

ある。

心理学ベースの作業仮説は、(3)（「結果による効果」に従えば、インフォーマティ

ブ原則からプロセス指標が優れていても）結果指標に高いウェイトをおく、(4)（BSC

ではイノベーション、プロセス改善、従業員満足などの内部指標を重視するが、結果

による効果の理論に従えば）内部指標よりも外部指標（財務と顧客）に高いウェイト

をおく、(5)（財務結果を改善することが BSCの究極的な目的 (Kaplan and Norton,

1996)であることと、結果による効果の理論に従えば、ボーナスプランにおいても財

務的指標が非財務的指標より重要視されるので）BSCと連動したボーナスプランに

おいて財務的指標に高いウェイトがおかれる、(6)（組織心理学に従えば主観的で定性

的な指標はマネジャーからのバイアスがかかっており不正確で信頼性に乏しいため）

主観的で定性的な指標よりも客観的で定量的な指標に高いウェイトをおく、(7)（主観

的な業績指標であっても単一の指標ではなく複数の指標による評価であれば、指標の

主観性は実質的に吸収されるため）単一の主観的指標よりも複数の主観的指標に高い

ウェイトをおく、(8)（主観的な業績指標であっても、成果が曖昧なスケールで評価さ

れるのではなく、具体的な目標または同じ条件のグループと比較して評価される場合

に指標の主観性は実質的に吸収されるため）明確な目標をともなわない業績指標より
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も目標が設定されている指標に高いウェイトをおく、の 6つである。

西地区支店に導入されたBSCは、財務、戦略、顧客、管理、人，標準の計 6つの視

点から構成されている。6つの視点のうち、財務、戦略、顧客が定量的で客観的な評

価指標であり、残りのカテゴリーは、評価者による主観的指標である。これらの 6つ

の視点が独立変数であり、従属変数は、支店マネジャーのボーナス額であった。

解析の結果、仮説 (1)に関しては、インフォーマティブネス原則の観点から、財務

的業績指標の変化率とその他の非財務的業績指標な変化率との相関関係を検定した結

果、有意な関係は確認されず支持されなかった。仮説 (2)は、財務、顧客の指標につ

いては支持されたが戦略の指標については支持されなかった。仮説 (3)および (4)は、

財務のみ支持された。仮説 (5)、(6)、(7)は財務、顧客について支持され、戦略につい

ては支持されなかった。仮説 (8)は、財務、顧客、戦略全てにおいて支持された。し

たがって、エイジェンシー理論ベースの仮説よりも、心理学ベースの仮説の方が支持

された結果であった。

以上の調査を通じて、西地区支店に導入された BSCと連動したボーナスプランで

は、客観的、定量的な業績指標でマネジャーのボーナスが決定されるのは半分程度で、

残りは評価者の主観的判断に依存していた。このような BSCと連動したボーナスプ

ランにおける高い主観性がボーナス決定における上司のえこひいきや報酬の決定基準

が不確実であることに対してマネジャーの不満を引き起こしていることが聞き取り調

査から明らかになった。ボーナスプランに関するマネジャーの満足度の調査によれば、

満足が 32%であるのに対して、不満足が 45%であった。西地区支店がとった対策とし

ては、BSCの基本的な考え方は踏襲し、主観による評価を極力抑えるようにした公式

のボーナスプランに変更した。

4．第 3の研究群：非財務的業績指標を採用した業績評価システムの効果に関
する研究

第 3の研究群を構成する研究は、Ittner and Larcker (1997c)と Ittner et al. (2003b)

である。この研究群では、品質など非財務的業績指標を採用した業績評価システム（ま

たは、戦略的コントロール・システム）が財務成果におよぼす影響の解明が試みられ

ている。

4. 1 Ittner and Larcker (1997c)の研究

Ittner and Larcker (1997c)は、Ittner and Larcker (1997a)と同じデータセットにも

とづき、組織の戦略（品質戦略）と品質管理の文献で定番とされる戦略的コントロー

ルの関係の解明を試みた仮説検証型の研究である。
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作業仮説は、(1)組織が品質戦略を重視する程度は、品質に関連した公式の戦略的

コントロールの利用の程度と正の関係がある、(2)戦略プランにおける品質の強調と

品質に関連した公式の戦略的コントロールの利用との関係は、欧米企業よりも、日本

企業の方がより強い、(3)組織成果は、品質戦略と品質に関連した公式の戦略的コン

トロールとの適合の関数である、である。

独立変数は、品質戦略と品質関連の公式の戦略的コントロールである。品質戦略は、

戦略プランで品質が重視される程度、高品質と低コストのどちらを重視するかの相対

的な程度、高品質と納期のどちらを重視するかの相対的な程度、で測定されている。

品質関連の公式の戦略的コントロールは、戦略実施（アクションプラン、プロジェク

ト、報酬）、内部モニタリング（フィードバック情報、ミーティング、取締役によるレ

ビュー）、外部モニタリング（ベンチマーキング、市場調査、戦略的監視）、で測定さ

れている。従属変数である組織成果は、税引き前 ROA、税引き前 ROS、売上成長、

そして認知された全体的な組織成果である。

仮説 (1)は、サンプル全体で概ね支持された。仮説 (2)は、日本では、品質戦略の重

要度とは無関係に戦略的コントロールが利用されている結果となり、支持されなかっ

た。仮説 (3)は、品質戦略の重視度と品質関連の戦略的コントロールの利用の程度と

の交互作用係数を適合度の代理変数として定義して仮説を検証した。結果は、両産業

において、交互作用は組織成果と概ね負に作用しており、仮説は支持されなかった。

公式の戦略的コントロールは、組織成果を阻害するという結果であった。

4. 2 Ittner et al. (2003b)の研究

Ittner et al. (2003b)は、非財務的業績指標を含む業績評価システムが組織成果に

いかなる影響を与えるかの解明を試みた仮説検証型の研究である。解析には、無作為

抽出したサンプルに送付した米国の金融サービス業 140社から得た質問調査票データ

を用いている。

作業仮説は次の 4つである。(1)組織成果は、企業が多様な幅広いセットの財務的、

非財務的な業績評価指標に関係する情報を測定し利用する程度と正の関係がある。(2)

組織成果は、利用する業績評価手法が企業の戦略と整合している度合いと正の関係が

ある。(3)組織成果は、利用する業績評価手法が企業のバリュードライバと整合して

いる度合いと正の関係がある。(4)組織成果は、BSC（バランスト・スコアカード）、

経済価値指標、因果的な事業モデルの利用と正の関係がある。なお本研究では、業績

評価システムへのマネジャーの満足度および経済成果の 2つの成果を区分するととも

に、経済成果について ROA、3年間の売上成長率、1年の株式収益、3年の株式収益

の 4尺度を用意している。
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本研究では、業績評価に用いられる指標を財務的指標と非財務的指標に分けている。

取り上げられている非財務的指標は、顧客との関係、従業員との関係、オペレーショ

ン成果、品質、他社との連携、環境業績、イノベーション、コミュニティへ関与の 8

つである。それぞれの指標について、重要度、利用、質を測定している。

解析の結果、仮説 (1)については、業績尺度の多様性、非財務的指標へのフォーカ

スの大きさはともに、システムの満足度、1年の株式収益に有意な正の影響を与える

一方、ROA、売上成長の会計的尺度には有意な影響を与えていないことから、概ね支

持された。仮説 (2)については、 同様の戦略を採用する競合他社と比べて、より本格

的に多様な業績評価手法を備えた企業、非財務的尺度の利用度の大きい企業において

システムへの満足度が高くなる一方、経済成果に対しては有意な影響関係をほとんど

見いだせず、限定的に支持された。仮説 (3)については、同様のバリュードライバを

備える競合企業と比べて、より本格的に多様な業績評価手法を備えた企業、より本格

的に非財務的尺度にフォーカスした業績評価指標を備えた企業においてともに、売上

成長は低い値を示す一方、1年の株式収益、システムへの満足度が高い値を示してい

ること等から、限定的に支持された。仮説 (4)については、(a)BSCを利用している企

業と利用していない企業とでは、非財務的指標へのフォーカスの大きさにほとんど差

がない一方、経済価値、ビジネスモデルを利用する企業は、利用していない企業より

も非財務的指標へのフォーカスが大きく、(b)3つの技法のいずれかを用いた企業は、

利用していない場合よりも、業績尺度システムへの満足度が高い一方、3つの技法と

会計的、株式収益での成果との関係については有意な影響関係をほとんど見いだせな

かったことから、仮説 (4)は支持されなかった。

5．非財務的業績指標に関する発見事実、インプリケーション、研究課題

5. 1 各研究における主要な発見事実

以上のレビューから得られた各研究における主要な発見事実を列挙する。

第 1の研究群 　

Ittner and Larcker (1997a) (1)製品開発サイクルタイムが財務的成果に与

える有意な影響は確認できなかった、(2)製品開発サイクルタイムと組織的

な取り組みとの相互作用は財務的成果に対して有意な影響を与えている。

Ittner and Larcker (1997b) プロセス管理は財務的成果に有意な影響を与

え、その影響関係は業種により異なる。

Ittner and Larcker (1998) 顧客との関係、事業単位、企業単位それぞれに

おいて、顧客満足は財務的な成果に有意な影響を与えている。
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回
答
者

従
属
変
数

独
立
変
数

F
It

tn
er

et
a
l.
(1

9
9
9
)

サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
関
係

大
量
サ
ー

ベ
イ

探
索
型

コ
ン
テ
ィ

ン
ジ
ェ
ン

シ
ー
理
論

自
動
車
産

業
・
コ
ン

ピ
ュ
－
タ

産
業
（

4
国

1
8
4

社
）

マ
ネ
ジ
ャ
ー

財
務
業
績
指
標
（

R
O

A
）、

非
財
務
的
業
績
指
標
（
長

期
取
引
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
の

割
合
、
製
品
開
発
サ
イ
ク

ル
タ
イ
ム
、
製
品
品
質
）

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
戦
略
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

選
択
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
技
法
（
価
格
以
外

の
規
準
、
相
互
作
用
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

認
定
）

G
It

tn
er

et
a
l.
(2

0
0
2
)

A
B

C
大
量
サ
ー

ベ
イ

探
索
型

コ
ン
テ
ィ

ン
ジ
ェ
ン

シ
ー
理
論

米
国
製
造

業
2
,7

8
9

工
場

—
財
務
業
績
指
標
（

R
O

A
、

コ
ス
ト
）
、
非
財
務
業
績

指
標
（
品
質
、
リ
ー
ド
タ

イ
ム
）

A
B

C
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数
（
産
業
、

生
産
量
、
プ
ロ
ダ
ク
ト
ミ
ッ
ク
ス
、
不

連
続
生
産
、
連
続
と
不
連
続
生
産
と
の

混
合
生
産
、
労
働
組
合
、
工
場
従
業
員

の
自
然
対
数
、
工
場
稼
働
年
数
、
人
員

削
減
数
、
新
製
品
の
割
合
、
高
度
な
製

造
技
術
）

H
It

tn
er

a
n
d

L
a
rc

k
er

(2
0
0
2
)

報
酬
シ
ス

テ
ム

大
量
サ
ー

ベ
イ

探
索
型

エ
イ
ジ
ェ

ン
シ
ー
理

論

6
0
7
の
報

酬
プ
ラ
ン

ノ
ン
マ
ネ
ジ

ャ
ー

財
務
業
績
指
標
（
利
益
率
、

収
益
、

R
O

A
、
コ
ス
ト
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
）
、
非
財
務

業
績
指
標
（
生
産
性
、
品

質
、
安
全
性
、
勤
務
、
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
量
）、
非
財
務

業
績
指
標
へ
の
ウ
ェ
イ
ト

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
、
業
務
戦
略
、
産

業
規
制
、
業
務
タ
イ
プ
、
過
去
の
財
務

業
績
、
プ
ラ
ン
で
カ
バ
ー
す
る
業
績
尺

度
の
範
囲
、
プ
ラ
ン
の
採
用
理
由
、
ト
ッ

プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
関
与
、
組
合
の
影

響
力

I
It

tn
er

et
a
l.
(2

0
0
3
a
)

B
S
C
と

報
酬
シ
ス

テ
ム

個
別
企
業

サ
ー
ベ
イ

&
ケ
ー
ス

仮
説
検
証

型
エ
イ
ジ
ェ

ン
ー
理

論
・
心
理

学

銀
行
１
行

（
7
5
サ
ン

プ
ル
）

マ
ネ
ジ
ャ
ー

ボ
ー
ナ
ス
の
額

財
務
的
業
績
指
標
（
収
益
、
、
利
益
）
、

非
財
務
的
指
標
（
戦
略
、
顧
客
満
足
度
、

人
，
標
準
）

J
It

tn
er

et
a
l.
(2

0
0
3
b
)

B
S
C
な

ど
の
業
績

評
価
シ
ス

テ
ム

大
量
サ
ー

ベ
イ

仮
説
検
証

型
コ
ン
テ
ィ

ン
ジ
ェ
ン

シ
ー
理
論

米
国
金
融

サ
ー
ビ
ス

業
1
4
0
社

エ
グ
ゼ
ク
テ

ィ
ブ

マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
満
足
度
、

財
務
的
な
成
果
（

R
O

A
、

売
上
成
長
、
株
式
収
益
）

業
績
指
標
（
重
要
度
、
利
用
、
質
、
多
様

性
：
短
期
的
な
財
務
成
果
、
顧
客
と
の

関
係
、
従
業
員
関
係
、
業
務
成
果
、
品

質
、
他
社
と
の
連
携
、
環
境
業
績
、
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の

関
与
）、
財
務
業
績
指
標
へ
の
フ
ォ
ー
カ

ス
、
非
財
務
的
業
績
指
標
へ
の
フ
ォ
ー

カ
ス
、
戦
略
カ
テ
ゴ
リ
、
技
法
の
利
用

（
B

S
C
、
経
済
価
値
、
事
業
モ
デ
リ
ン

グ
）
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数
（
業
種
内
の

平
均
値
、
資
産
規
模
、
成
長
機
会
）
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Ittner et al. (1999) 同じサプライヤー戦略をとる企業においても、サプライ

ヤー選択・モニタリング技法が異なれば、財務的成果および非財務的成果

はともに異なる。

Ittner et al. (2002) ABCの利用度は財務的な成果、非財務的な成果（品質

水準、リードタイム）に対して有意な影響を与えている。　

第 2の研究群 　

Ittner et al. (1997) 戦略、業種、経営成績はCEO の賞与決定における非財

務的指標の採用に有意な影響を与える。

Ittner and Larcker (2002) 戦略、業種、業務タイプ、経営成績はワーカーの

非財務的指標の採用に有意な影響を与える。

Ittner et al. (2003a) マネジャーの賞与決定では、インフォーマティブネス

の要因ではなく、評価者の主観性、心理的要因が強く働いている。

第 3の研究群 　

Ittner and Larcker (1997c) (1)品質戦略を重視する企業では品質に関連し

た公式のマネジメント・コントロールを利用している、(2)品質戦略の重視

度と公式のマネジメント・コントロールの利用度との相互作用項は、財務

的な成果に有意な負の影響を与えている。

Ittner et al. (2003b) (1)非財務的な業績指標は、業績評価システムの満足度、

財務成果に有意な影響を与えている、(2)同様の戦略（もしくはバリュード

ライバ）をとる企業を比較した場合、非財務的業績指標の採用は財務的成

果に有意な影響を与えていない、(3)BSC、経済価値指標、事業モデリング

の利用は、財務的な成果に有意な影響を与えていない。

5. 2 各研究群からのインプリケーションと研究課題

梶原 (2002)は、非財務的業績指標を内包する報酬システムの設計に関して、(1)非

財務的業績指標を導入した報酬システムの効果、(2)財務的業績指標と非財務的業績

指標との相互関係、(3)業績指標の選択、(4)報酬決定プロセス、の 4つの論点がある

ことを示している。なお、梶原 (2002)の議論は報酬システムを対象にしているが、業

績評価の結果を報酬にリンクさせるシステムのみならず、業績評価のシステムについ

てもひろく検討を加えている。本稿でも、各研究群から得られるインプリケーション

と研究課題について、梶原 (2002)が示す 4つの論点を参考に確認する。
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1. 非財務的業績指標を導入した業績評価システムの効果

(1)の非財務的業績指標を導入した業績評価システムの効果に関しては、第 3の研究

群を構成する一連の実証研究からいくつかの知見を得ることができる。第 3の研究群

の特徴は、組織戦略と公式な業績評価システムとの適合性に注目し、組織戦略、業績

評価システムそれぞれが組織成果にあたえる直接的な影響ではなく、適合性が組織成

果に与える影響の検討をすすめている点にある。しかし、個々の研究を詳細にみてい

くと、Ittner and Larcker (1997c)では有意な負の影響関係を見いだした一方、Ittner

et al. (2003b)では有意な影響関係を見いだせず、一貫した解析結果は得られていな

いことから、さらなる考察の余地が残されている。たとえば、非財務的業績指標を含

む業績評価システムが組織成果に与える影響にかんして、彼らが検討した公式の業績

評価システムの要因のみならず、インターラクティブ・コントロール (Simons, 1990)

などのマネジメント・コントロール・システムの運用面に関する要因を考慮した分析

が期待される。

さらに、Ittner et al. (2003b)では、第 3の研究群を構成する他の研究とは異なり、

非財務的業績指標を導入した業績評価システムの効果について、組織成果への影響だ

けでなく評価される側の満足度についても検討されている。結果、非財務的業績指標

を導入した業績システムが満足度に正の影響をおよぼしていることが明らかにされた。

このように、非財務的業績指標を含めた業績評価システムが、組織成果だけではなく、

評価される側の満足度にも影響をおよぼすといった研究は、システム設計において理

論的、実践的に示唆に富む。ただし、Ittner et al. (2003b)でも示唆されているよう

に、評価される側の満足度が必ずしも財務的な成果をもたらすわけではない。今後、

業績評価システムへの満足度と財務的な成果との両立をどのようにはかるかの研究課

題の解明が求められる。

2. 財務的業績指標と非財務的業績指標との相互関係

(2)の財務的業績指標と非財務的業績指標との相互関係については、非財務的な成

果は財務的な成果にいかなる影響を与えるかについて、実証的な解明を通して興味深

い発見事実を提示している。具体的には、第 1の研究群を構成する Ittner and Larcker

(1998)が代表的な論文であるが、同じ研究群における他の 4つの論文においても業務

プロセス、ビジネスプロセスの改善を目的とした組織的な取り組みに関する成果・指

標（開発サイクルタイム、プロセス管理技法、サプライヤー選択およびモニタリング

技法、ABC）が、財務的な成果にいかなる影響を与えるかの解明が試みられている。

Ittner and Larcker (1998)は、非財務的な成果の代表的な尺度である顧客満足度を取

り上げ、非財務的な成果が財務的成果の先行指標として機能しているかについて、顧
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客との関係、事業単位、企業単位の 3つの異なる分析単位を設定して、丁寧に検討し

ているのが特徴である。ただし、Ittner and Larcker (1998)の調査は限られた少数の

ソースから入手したデータに基づいていることから、今後は、非財務的な成果と財務

的な成果の関係について、大量サンプルを対象にした実証研究をすすめ、本分析結果

の一般妥当性を検証すべきであろう。

他方、同じ研究群における他の 4つの論文は非財務的な成果については直接議論せ

ず、非財務的業績指標によって把握される業務プロセスの組織的な取り組みが財務的

成果に与える影響を検討している。業種等により影響関係に違いは見られるが、いず

れの研究においても非財務的な成果および業務プロセスの組織的な取り組みが財務的

成果に有意な影響を与えていることが解明されており、非財務的業績指標と財務的業

績指標とに一定の因果関係を想定する妥当性を示唆した萌芽的な研究である。しかし、

第 1の研究群からの知見だけでは、非財務的な成果が、なぜ、どのよにして財務的な

成果につながるのかに関しては十分な議論の展開は難しい。非財務的な成果が財務的

な成果につながるメカニズムの開明には、(1)非財務的な成果と財務的な成果の達成

に向けた組織的な取り組みを観察できること、(2)財務的な成果までのプロセスに関

する進捗のデータを入手できること、(3)財務的な成果におよぼす非財務的成果以外

の変数による影響をコントロ－ルできること、の 3条件を満たすリサーチサイトを対

象とした研究が求められる。これらの条件を満たすリサーチサイトとして原価企画が

ある。原価企画は、製品のQCDに代表される財務的および非財務的な指標において

厳しい目標を同時達成するための新製品開発のためのコストマネジメントである。原

価企画が対象とする新製品開発はプロジェクト単位で展開されることが多いため、非

財務的な成果と財務的な成果のための組織的な取り組みと実際のそれらの成果との関

係を明確に捉えることができるであろう。

3. 業績指標の選択および報酬決定プロセス

(3)の業績指標の選択に関しては、第 2の研究群を構成する 3つの実証研究を通し

て、いくつかの知見を得ることができる。3つの研究はいずれも報酬決定における業

績指標の選択を対象にしており、(4)の報酬決定プロセスに関しても有用な発見事実

を見いだせる。3つの研究の特徴は、(a)主にインフォーマティブ原則に依拠した仮説

を設定し検証をすすめている、(b)CEO、マネジャー、ワーカーの異なる組織階層を

対象としたデータを収集し実証をおこなっている、の 2点にある。

第 2の研究群から、インフォーマティブ原則の当てはまりのよさを示す組織階層と、

心理学ベースの仮説を支持される傾向にある組織階層とがある、との知見が引き出さ

れている。われわれとすれば組織階層の違いによりなぜこのような分析結果の相違が
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生まれるのかに関心が寄せられるところであるが、Ittnerと Larckerが第 2の研究群

で取り上げていない他の理論枠組の探求を含め、業績指標の選択、報酬決定プロセス、

組織成果との相互関係に関するさらなる実証が求められる。

6．おわりに

本稿では、C. D. IttnerとD. F. Larckerの一連の研究に限定して、非財務的業績指

標に関する研究の展開を考察した。本稿でやり残した作業は、(1)C. D. Ittnerと D.

F. Larcker以外の実証研究を網羅的にレビューすること、(2)本稿で考察した C. D.

Ittnerと D. F. Larckerの研究を一つの軸として、非財務的業績指標に関する実証研

究の動向を確認すること、(3)既存の知見を体系づけ実証研究のための研究課題を析

出すること、である。

付記

本稿執筆者名の順序はアルファベット順に表記しており、明確な役割分担や担当執

筆はおこなわず、本稿の作成にあたり各々が等しく貢献している。
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